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コロナ対策期間の延長を説明する東京都の小池百合子知事㊧と大阪府の吉村洋文知事（21日）
東京都と大阪府は「まん延防止等重点措置」の全面解除後に実施していた飲食店の人数制限などの要請を延長する。いずれも5月22日まで継続する。感染力の強いオミクロン型の派生型「BA.2」への置き換わりが進み、感染者数は下げ止まり傾向がみられる。警戒姿勢を維持することで、大型連休中の感染急拡大を防ぎたい考えだ。

都、府ともに21日に開いた新型コロナウイルス対策本部会議で決めた。

都は都内全域を対象に、4月24日までを「リバウンド警戒期間」としている。同期間を延長する一方、認証店の場合には1テーブルあたりの人数をこれまでの4人以内から8人以内まで緩和する。経済活動との両立にも配慮する。小池百合子知事は同日、「何としても感染の抑制を図る。重要なのは感染の連鎖を断ち切ることだ」と訴えた。無料検査事業なども継続する。

府はアクリル板の設置や換気の徹底などの感染対策を取った認証店には「同一テーブル4人まで」、非認証店には「同一グループ4人まで」とする人数制限を要請している。こうした措置を引き続き求める。府民には会食は約2時間以内とし、認証店を利用することなどを呼びかける。コンサートやプロスポーツなどの人数制限も継続する。

オンラインで会議に出席した吉村洋文知事は「ゴールデンウイークがまもなく到来し、多くの人が移動する時期を迎える。今の要請内容を続けながら大きな波を防ぎたい」と強調した。一方、これまで「原則自粛」を求めてきた高齢者施設での面会は25日以降、感染対策の徹底を条件に認める方針に転換した。

21日は東京で新たに6713人、大阪では3565人の感染がそれぞれ新たに確認された。感染拡大「第6波」のピーク時の2月と比べて感染者数は減少しているが、まん延防止等重点措置の解除後の減少ペースは緩やかだ。都、府ともに地元の旅行費用を補助する「都民割」「府民割」も停止している。



